
 

 

障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の 

在り方に関する研究会開催要綱 

 

 

１．趣旨 

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（平成 22 年 6

月閣議決定）を踏まえ、障害者雇用促進制度における障害者の範囲等につ

いて検討を行うため、「障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り

方に関する研究会」（以下「研究会」という。）を開催する。 

 

２．主な検討事項 

（１）障害者雇用促進制度における障害者の範囲について 

（２）雇用率制度における障害者の範囲等について 

（３）その他 

  

３．研究会の運営 

（１）研究会は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部長が、学識

経験者の参集を求め、開催する。 

（２）研究会の座長は、参集者の互選により選出する。 

（３）座長が、必要があると認めるときは、関係者の参加を求めることがで

きる。 

（４）研究会の庶務は、厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害

者雇用対策課において行う。 

   

４．参集者 

 別紙のとおり 

 

５.開催時期 

 平成 23 年 11 月～ 
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（別紙） 

 

障害者雇用促進制度における障害者の範囲等の在り方に関する研究

会参集者 

 

 

阿部 一彦  社会福祉法人日本身体障害者団体連合会理事 

今野 浩一郎 学習院大学経済学部経営学科教授 

海東 千裕  株式会社髙島屋人事部能力開発・採用担当次長 

川﨑 洋子  公益社団法人全国精神保健福祉会連合会理事長 

杉山 豊治  日本労働組合総連合会総合労働局雇用法制対策局長 

 田川 精二  NPO 法人大阪精神障害者就労支援ネットワーク理事長 

田中 伸明  弁護士 

田中 正博  社会福祉法人全日本手をつなぐ育成会常務理事 

野中 猛   日本福祉大学社会福祉学部保健福祉学科教授 

丸物 正直  SMBC グリーンサービス株式会社代表取締役社長 

八木原 律子 明治学院大学社会学部社会福祉学科教授 

  

（五十音順、敬称略） 




